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研究要旨

本分担研究班の目的は、病院避難や病院支援において保健医療活動チームとの連携を如何に行うかという

指針を示すことである。初年度はDMATが係わった過去の浸水被害による病院避難を検証した。DMATが
係わった病院避難は、防ぎえた災害死がなかったことは評価できるが、深夜に行われた事例もありリスク

管理の面からも病院避難の指針が必要である。最終年度は令和２年度の熊本水害において病院避難を余儀

なくされた医療機関に対してヒアリング研修会を実施し、被災医療機関が受援に際して重点的な対応を要

する項目を抽出する。これらの抽出された項目に加え、過去の研究報告書やDMAT活動報告書、日本DMA
T隊員養成研修資料等を参照し、風水害にて浸水リスクのある被災医療機関を対象とした病院対応マニュア

ルの項目を整理し、「発災直後の病院対応チェックリスト」を作成した。風水害にて浸水リスクのある被災

医療機関においては、防ぎえた災害死を減らすためにこれらのチェックリスト項目に沿った対応を平時か

ら確立しておくことが期待される。
研究協力者
〇 増留流輝（国立病院機構本部DMAT事務局） 
〇 赤星昂己（国立病院機構本部DMAT事務局） 

A. 研究目的
阪神淡路大震災以降、災害拠点病院における事業
継続計画（BCP）の策定が進められ災害拠点病院の
指定要件にも「被災後、早期に診療機能を回復でき
るよう、業務継続計画の整備を行っていること」が
記載された。現在では一般病院においてもBCP策
定が地域医療基盤開発推進研究事業（21IA1003）
（本間研究班）にて研究が進められ、全国各地で策
定が促進されている。
一方で、我が国における自然災害の被害額の内訳
を地震が８割を占めることからBCPは地震を中心
に策定されてきた。しかし、発生件数では台風や洪
水等の風水害が70％以上を占め、温暖化の影響を
受けてこれらの発生件数は増加傾向にある。風水
害では、特に医療機関が浸水した場合には、その医
療機関へのアクセスだけでなく、ライフラインや
人員・物資のリソースが一定期間途絶することか
ら病院避難を迫られるケースも少なくなく、甚大
な被害をもたらす。そのため、風水害による浸水に
備え、発生時の対応やDMAT等の災害派遣医療チ
ームとの連携や受援に関し事前に整理することが
求められる。
そこで、本分担研究班では、初年度はDMATが係わ

った過去の浸水被害による病院避難を検証した。

最終年度では、風水害の浸水被害によって病院避

難を余儀なくされた場合の医療機関の受援やそれ

らの医療機関に対する支援、保健医療活動チーム

との連携に関する病院対応マニュアルの項目の整

理を行い、風水害において浸水リスクのある医療

機関を対象とした発災直後の病院対応チェックシ

ートの作成を目的とした。

B. 研究方法
初年度は、DMAT活動報告や聞き取り調査によっ
て行った。DMATが係わった過去の病院避難を、D
MAT活動報告と聞き取り調査により検証した。 
最終年度の研究方法としては、以下の手順にて研
究を実施した。
1.重点的に調査を実施する風水害の選定
まず我が国に発生した過去の風水害の災害の内、
・DMAT等の災害派遣医療チームが支援を実施し
ていること
・風水害による浸水被害が広範囲、長期にわたって
いること
・病院避難を実施した医療機関が複数見られたこ
と
を条件に、DMATが作成した過去の風水害の報告
書を用いた文献調査によって重点的に調査を行う
災害を1つに選定した。 
2.選定された災害で病院避難が実施された施設に
対するヒアリングの実施
DMATが作成した報告書から、その災害において
病院避難が実施され、かつ、DMAT等の災害派遣医
療チームの支援を受けた施設をリストアップする。
リストアップされた施設に対しコンタクトを取り、
ヒアリング研修会における情報提供への協力を依
頼する。同意が得られた施設に対してヒアリング
研修会を実施し、病院避難の経緯、対応における課
題等をヒアリングし、記録した。
3.病院避難における受援に際して重点的な対応を
要する項目の整理
ヒアリングの記録から、被災医療機関が受援に際

して重点的な対応を要する項目を抽出する。これ

らの抽出された項目に加え、過去の研究報告書やD
MAT活動報告書、日本DMAT隊員養成研修資料等
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を参照し、風水害における被災医療機関の対応マ

ニュアルを作成する。 
 
C. 研究成果 
＜初年度の成果＞ 
DMATが係わった病院避難は、東日本大震災以降

８件あるが（表）、その内6件（黄色マーカー；常

総水害、岩手・北海道豪雨災害、西日本豪雨災害、

令和元年房総半島台風、令和元年東日本台風、令和

2年熊本水害）が気象災害による浸水被害によるも

のであった。病院避難の理由は、インフラ障害（断

水、停電）が多かった。DMATが係わった病院避難

では、防ぎえた災害死はなかった。 

 
平成30年西日本豪雨では、11府県に大雨特別警報

が出されたが、その対応は11府県で違った(表)。災

害の初動期における都道府県の災害医療活動は、

災害の進展に応じて、①EMISを警戒モード、災害

モードとして運用すること、②DMAT調整本部を

設置し、③県内外にDMAT待機・派遣を要請するこ

とであるが、大きな被害を受けた広島、岡山、愛媛

の3県をみると、愛媛県では特別警報の発出前にE
MISの切り替え、DMAT調整本部の設置が行われ、

発出後早期に県内外への派遣要請が出ている。初

動は迅速であったと評価できる。広島県において

は、EMISの切り替え、DMAT調整本部の設置、県

内へのDMAT派遣要請は迅速に行われた。しかし、

他府県へのDMAT派遣要請は特別警報発令から12
時間以上かかっている。岡山県においては、EMIS
の災害モード切替、DMAT調整本部の設置に特別

警報発令後12時間以上要し、DMAT派遣要請には2
4時間以上要している。初動においては迅速な判断

が困難であったことが伺える。本部立ち上げが遅

れたことにより、倉敷の「まび記念病院」の入院患

者避難搬送がリスクの高い深夜に行われる結果と

なった。 

 
＜最終年度の成果＞ 
1.重点的に調査を実施する風水害の選定 
・DMAT等の災害派遣医療チームが支援を実施し
ていること 
・風水害による浸水被害が広範囲、長期にわたって
いること 
・病院避難を実施した医療機関が複数見られたこ
と 
これらの３条件を満たす過去の災害は、「平成30年
7月豪雨」、「令和元年房総半島台風」「令和元年
東日本台風」「令和2年7月豪雨」であった。この内、
「平成30年7月豪雨」に関しては昨年度既に扱って
いたことから、直近で発生した「令和2年7月豪雨」
を重点的調査を実施する災害として選定した。 
 
2.選定された災害で病院避難が実施された施設に
対するヒアリングの実施 
令和2年7月豪雨では、熊本県を中心に7月4日未明
から朝にかけて、線状降水帯がかかり続け、局地的
に猛烈な雨が降った。その結果、熊本県球磨村で球
磨川が氾濫した。DMATが作成した「令和2年7月
豪雨」の支援報告書からは、DMATは県外から71
チーム、県内から6チーム以上が派遣され、DMAT
ロジスティクスチームからは81名の派遣が行われ
たことがわかった。また、本災害で病院避難が実施
され、DMATが支援した施設は４設であったこと
が明らかとなった。 
病院避難が実施され、かつ、DMAT等の災害派遣医
療チームの支援を受けたこれらの４施設に対しコ
ンタクトを取り、ヒアリング研修会における情報
提供への協力を依頼したところ、「A医院」、「B
介護老人福祉施設」の２施設から同意が得られた。 
 
＜ヒアリング内容＞ 
「A医院」、「B介護老人福祉施設」へのヒアリン
グ内容は以下の通りである。 
・「A医院」 
入院患者17名全て、ヘリ搬送及び陸路搬送にて熊
本労災病院に転院となった。 
― 本施設が病院避難を実施することとなった大
きな要因としては、浸水による孤立、それに伴う電
源喪失が主な原因として挙げられた。 
― 病院避難に向けた対応時の課題としては、電源
喪失により医療機器や電子カルテなどが機能しな
くなったことと、紙カルテが院内浸水により扱い
が困難になり病院避難での転院搬送時に情報の受
け渡しが出来なかったことが挙げられた。 
― 受援体制における課題としては、受援の体制を

DMATが支援した病院避難
• 東日本大震災

– 茨城県：2施設、219名
– 福島県：8施設、509名（屋内退避区域）
– 宮城県：１施設、112名
– 岩手県：2施設、56名

• 常総水害
– 2施設、160名

• 熊本地震
– 11施設、1459名

• 岩手・北海道豪雨災害（台風１０号）
– 岩手県：2施設、118名（介護保険施設含む）

• 西日本豪雨災害
– 岡山県：1施設、90名

• 令和元年台風15号
– 千葉県：2施設、209名

• 令和元年台風19号
– 長野県：2施設、316名（介護保険施設含む）
– 栃木県：1施設、
– 宮城県：1施設、55名

• 令和2年熊本水害
– 4施設、179名（診療所、介護保険施設含む）
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派遣要請⽇
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連絡した
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登庁した⽇
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福岡県 7/6 
17:10

7/7
8:10

7/6 
9:10 切替無し 設置せず 7/7 

12:40
佐賀県 7/6 

17:10
7/7 
8:10

7/6 
9:00 切替無し 設置せず 連絡な

し
⻑崎県 7/6 

17:10
7/7 
8:10

7/6 
10:43 切替無し 設置せず 7/6 

10:00

広島県 7/6 
19:40

7/7 
10:50

7/6 
14:05

7/6 
19:51

7/6 
21:20

7/6 
22:10

7/7 
1:53

7/ 7 
14:46

7/6 
19:02

7/6 
21:20

岡⼭県 7/6 
19:40

7/7 
15:10

7/6 
15:40

7/7 
12:02

7/7 
13:25

7/8 
9:23

7/8 
16:25

7/7 
7:30

7/7 
13:25

⿃取県 7/6 
19:40

7/7 
13:10

7/6 
16:40 切替無し 設置せず 7/7 7:05 7/7 13:19待機

解除
7/7 
8:57

兵庫県 7/6 
22:50

7/7 
18:10

7/6 
22:50 切替無し 7/7 8:17 県外派遣 7/7 

16:20
京都府 7/6 

22:50
7/7 
21:20

7/6 
11:23 切替無し 7/7 

13:30
7/7 
7:15

7/7 
13:30

岐⾩県 7/7 
12:50

7/8 
14:10

7/7 
12:50 切替無し 設置せず 7/7 

17:10
7/7 
13:37

7/7 
20:10

⾼知県 7/8 
5:50

7/8 
14:50

7/6 
7:17 切替無し 7/8 

11:10 県外派遣 7/7 
14:20

7/8 
11:10

愛媛県 7/8 
5:50

7/8 
14:50

7/6 
12:30

7/7 
11:54

7/7 
12:00

7/8 
9:25

7/8 
9:25

7/7 
11:30
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平時から行なっていなかったことから作業空間の
確保が出来ておらず支援隊を入れた活動に遅れが
生じたことが挙げられた。 
 
・「B介護老人福祉施設」 
入所者69名のうち14名の入所者が浸水により死亡
した。残りの55名の内、近隣災害拠点病院に20名、
近隣一般病院に35名が転院となった。 
 
― 本施設では、平時から周辺の地域避難支援協力
者、消防団、ボランティア等と共助の体制を作って
いた為、被災当時は消防や自衛隊よりも先に地域
避難協力者や消防団が本施設に自主的に駆けつけ
て、入所者の垂直避難等が行われた。 
 
3.病院避難における受援に際して重点的な対応を
要する項目の整理 
＜被災医療機関が受援に際して重点的な対応を要
する項目の抽出＞ 
ヒアリングの結果からは、 
・風水害においては緊急対応を要すると判断し、緊
急対応体制へ切り替えるタイミングの判断が困難
であること 
・施状況が刻一刻と変化する中で設内の情報の整
理が困難であること 
・患者を垂直避難も含めて、安全な場所へと早期に
移送することが救命に極めて重要であること 
・災害時の対応において事前の地域内での連携体
制の構築が重要であること 
・診療や搬送等において最も重要な患者情報が風
水害による浸水では、機器や紙カルテの水没によ
り参照できなくなることで診療や搬送に弊害をも
たらすこと 
などが抽出された。 
 
＜マニュアルの項目＞ 
上記の抽出された項目に加え、過去の研究報告書
やDMAT活動報告書、日本DMAT隊員養成研修資
料等を参照し、風水害における被災医療機関の対
応マニュアルの項目を整理した結果を以下に示す。 
 
＜CSCAの確立＞ 
–災害による緊急対応を要すると判断し、緊急対応
体制へ切り替える 
 
＜ダメージコントロール＞ 
–被害拡大防止 
•浸水対策 
–区画管理 
•危険な建屋（浸水、倒壊の恐れ等）の使用制限 
•安全な建屋への患者移動 
–使用資源の抑制 
•使用資源の制限 
•診療レベルの変更  
•患者の一部避難：多くの資源を必要とする患者の
避難 
–補給の要請 
 
＜現状分析と課題の整理＞ 

 
＜病院行動評価群に沿って判断＞ 
–籠城、病院避難のタイミングを適切に判断する 

 
文献：令和３年度厚生労働行政推進調査事業費補

助金（地域医療基盤開発推進研究事業）「国土強靭

化計画をふまえ、地域の実情に応じた災害医療提

供体制に関する研究」（研究代表者小井土雄一）分

担研究報告書「DMATの効果的な運用に関する研

究」（研究分担者 阿南英明） 
＜マニュアルの項目説明＞ 
前述したマニュアルの項目の説明を下記に示す。 
＜ダメージコントロール＞ 
–被害拡大防止 
•浸水対策 
風水害において浸水は医療機関に大きなダメージ
を与える。そのため浸水の被害を可能な限り最小
限に止めるための対策は必須である。 
具体的に、浸水の対策として有効とされているも
のには、止水版が挙げられている。止水板の設置に
関しては建物の開口部に設置することで浸水が院
内に広がるまでの時間を伸ばすことや泥の流入を
堰き止めることに繋がり、限られた時間の中で患
者を避難させる必要性のある中ではひいてはそれ
が患者の救命にも直結する。 
 
–区画管理 
•危険な建屋（浸水、倒壊の恐れ等）の使用制限 
•安全な建屋への患者移動 
風水害により建屋が浸水することで、インフラ設
備の機能停止に陥る。また、河川の氾濫や土砂災害
に備える必要がある。これは、人工呼吸器を使用し
ている患者や介助の必要な患者にとっては、水深
の浅い浸水でも命取りになる。使用制限、患者移動
としては、垂直避難および水平避難を視野に入れ
る必要がある。 
 
–使用資源の抑制 
風水害による河川氾濫では病院施設が孤立する可
能性がある。その場合、支援が入るまでの間資源を
節約する必要がある。 
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•使用資源の制限 
水-透析患者の頻度を減らすことや実施手術の制限
を実施する。 
電気-冷暖房を重症患者の病床優先させることを考
慮する。 
酸素-投与患者の制限、投与量の制限、目標酸素飽
和度の低下を考慮する。 
医薬品-輸液量の制限、投薬頻度の低下を考慮する。 
•診療レベルの変更例 
外来：休診（ウォークインは対応する） 
救急外来：受けるがオペが必要であれば転院 
オペ：中止（帝王切開のみ対応） 
透析：一部対応 
•患者の一部避難：多くの資源を必要とする患者の
避難 
病院に籠城するとなった際に、多くの資源と労力
を要する患者の転院搬送を考慮する。 
–補給の要請 
•病院としての機能が維持されており、籠城を選択
した場合には資源の枯渇が生じる可能性がある。
その場合、燃料や医薬品問わず補給の要請を行う
必要性がある。 
＜現状分析と課題の整理＞ 
赤枠は、翌日までに対応をすべき項目、緑色の枠線
は、数日以内での対応を求められる。 
 
＜病院行動評価群に沿って判断＞ 
昨年度から病院行動評価群が更新され、発災後のS
tep1は場所（施設）の安全評価である。建物の倒壊、

火災、浸水などから診療の継続が不可と判断され

た場合は、緊急避難を実施する。Step2では、病院

施設に機能障害があり、入院患者への診療を継続

することが難しく、機能の回復も見込まれない場

合には避難を実施する。Step3では、病院施設に機

能障害があるが回復の可能性または機能障害が一

部に限られており、診療を継続する事が可能なも

のは、機能維持として現状を維持することを求め

られる。また、Step3の内、制限なく機能を維持す

ることができ、診療も継続して行う事が出来てい

る場合には、通常運用に加えて病床の拡張を求め

られる。病院の被災状況に沿って類型化すること

で、被災施設だけでなく支援側も判断が容易にな

る。 
 
D. 考察 
気象水害は地震災害と異なり、限られた時間はあ
るが予測可能であり準備の期間を持てる。そのた
め、対策を講じることは可能なはずだ。しかし、そ
の反面で緊急対応を要すると判断し、緊急対応体
制へと切り替えることに遅れが生じてしまうこと
がある。それは、地震災害と違い発災時点が曖昧で
ある。そこで、この準備の期間を有効活用するため
に、事前にタイムラインを決めておくことが重要
とされている。また、本研究で作成した「発災直後
の病院対応チェックシート」を活用し、自己の病院
の現状を把握することは、病院行動評価群を決定
することにとても重要である。このチェックシー
トと病院行動評価群を使用することで、発災直後
の病院の対応能力を客観的に評価し、改善点や強
化すべき領域を特定することができる。 

また、気象水害では河川の氾濫や洪水により他地

域から孤立してしまうことがある。その場合、本研

究の対象施設のように、平時から周辺の地域避難

支援協力者や消防団、ボランティア等と共助の体

制を作っている必要があるだろう。実災害時にこ

の体制を機能させるためにも、自助、公助、共助を

含めて平時から周辺地域住民等を含めて訓練を実

施することはとても重要である。避難計画は福祉・

介護施設が自己完結で行うことは不可能であり、

消防、DMAT等の外部支援を如何に活用するかも

検討しなければならない。 
 
E. 結論 
気象災害と地震災害の違いは、気象災害がある程

度予測可能な点にある。本来ならばこのメリット

を活かし、計画的なタイムラインに基づいて対応

すべきですが、病院避難に追い込まれた多くの病

院は、後手後手に回ってこのメリットを活かしき

れていなかった。また、病院避難の原因の多くはイ

ンフラ障害であり、BCPが遵守されていれば防げ

たケースも多かった。DMATが関与した病院避難

では、防ぎえた災害死がなかったことは評価でき

るが、深夜に行われたケースもあり、リスク管理の

観点から病院避難の指針が必要である。そのため、

病院避難における受援に重点的に対応するための

項目を整理し、被災医療機関の対応マニュアルを

作成した。 
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□ 浸水対策を実施した

□ 危険な建屋（浸水、倒壊の恐れ等）の使用制限を行なった

□ 安全な建屋への患者移動を実施した

□ 使用資源の制限を行なった

□ 診療レベルの変更を行なった　

□ 患者の一部避難：多くの資源を必要とする患者の避難を実施した

□ ライフラインの燃料等の補給の要請を行なった

□ 本部の設置をした

□ 定時でミーティングが実施されている

□ 現場職員間の情報共有を行なった

□ 建物の危険状況を把握した

□ ライフラインの状況(電気・水 etc.)を把握した

□ 通信手段の確保（院内外）を行なった

□ 患者受診状況を把握した

□ 在院患者数（外来＋入院）把握した

□ 稼働病床数の把握をした

□ 受入れ可能人数の把握をした

□ 手術・透析の状況を把握をした

□ 外来受付状況、および外来受付時間の把握をした

□ 職員の不足を確認

□ 職員数を把握した

□ サプライ状況(衛生資材、薬剤 etc.)の把握をした

□ 今後、転送が必要な患者数の把握を行なった

□ 食事、廃棄物、リネン、洗濯、清掃の状況整理を行なった

□ 職員の宿泊施設確保、ストレスケアを行なった

□ 患者・患者家族への情報共有を行なった

□ メディアや一般への状況説明を行なった

□ 病院行動評価群を決定した

＜人的資源管理＞

＜物資（物的資源管理）＞

発災直後の病院対応チェックシート

病院行動評価群

ダメージコントロール

＜区画管理＞

＜使用資源の抑制＞

＜指揮系統の確立（C）＞

＜安全管理 （S）＞

＜被害拡大防止＞

現状分析と活動方針の整理

＜搬送活動・支援＞

＜生活支援＞

＜メンタルケア ＞

＜リスクコミュニケーション＞

＜通信と情報伝達（C）＞

＜被害状況の確認＞

＜診療活動・支援（医療提供）＞
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